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浦安市における統合型ＧＩＳの取組み
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平成 元年 1989年 道路台帳図のデジタル化

平成 ３年 1991年 都市計画情報のデジタル化

平成 ７年 1995年 土地家屋所有情報（固定資産税台帳）のデジタル化

平成 ９年 1997年 情報システム整備計画の策定、ＧＩＳ検討委員会の設置

平成１０年 1998年 自治省の統合型ＧＩＳ実証実験の実施

平成１２年 2000年 共用空間データベースを情報政策課主導で整備

平成１３年 2001年 共用空間データベースの多目的利用
平成１４年 2002年 ＷｅｂＧＩＳ＝「ｅ－まっぷ・システム」（後に「ＪＡＭ」と改名）の構築
平成１５年 2003年 官民連携 経済産業省 湾岸ＩＴ ＣＤＣ開発・実証事業
平成１６年 2004年 総務省「複数市町村等共同ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ実証事業」 湾岸7市による共同利用
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平成１７年 2005年 電子申請届出システムとの連携

平成１８年 2006年 ＬＧＷＡＮＪＡＭ運用開始 ＪＡＭ－ＡＳＰ事業開始

平成１９年 2007年 共用空間DBと高機能消防指令システムとの連携

平成２０年 2008年 住所データをもとに地図をポイントする「アドレスマッチング機能」を搭載

統合型ＧＩＳ高度利用の調査研究

平成２１年 2009年 地域情報通信技術利活用推進事業 「政策支援ＧＩＳ」を構築

平成２２年 2010年 政策支援ＧＩＳ試行運用

平成２３年 2011年 震災関連事業の検討や分析で政策支援ＧＩＳを活用

平成２４年 2012年 庁内イントラＧＩＳ及びインターネットＧＩＳを刷新

平成２５年 2013年 インターネット市制モニター「Ｕモニ」とＧＩＳとの連携

基幹業務システム宛名画面とＧＩＳとの連携
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● アドレスマッチング機能
エクセル表内の住所情報をもとに、ＸＹ座標を付与し、それをアドレスマッチングをし、

地図上にポイントを一括登録する機能

共用空間ＤＢ

住所辞書

住所にＸＹ座標を付与

庁内イントラＧＩＳ
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● 住記連携機能
地図上の家屋の住居表示番号と住民記録システム（基本４情報）とを連携させた機能
（利用するには、手続きが必要です。）

共用空間
ＤＢ

連携用
住記記録データ
住所・氏名・
性別･生年月日

庁内イントラＧＩＳ



データ・システムの整備 人材の育成

業務への浸透

・共用空間データベースの整備

・全庁で利用するＧＩＳの整備

・アドレスマッチングと住記データ連携

・年1回のｅ-マスター研修

・「１人のヒーロー」ではなく

「１０人のチョイ役」

・業務システムとＧＩＳとの連携

・ＵモニアンケートとＧＩＳとの連携

「ＧＩＳと意識しない」ＧＩＳの導入

さらなるＧＩＳの普及へ

済み
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と、これまでのスライドを見ますと、順風満

帆に来ているように見えますが・・

ＧＩＳの普及のために「人材育成」「業務へ

の浸透」の取組みは、失敗と反省の繰り返し

でした。

さらなるＧＩＳの普及へ
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年１回のｅマスター(OAﾘｰﾀﾞｰ)研修
・基盤図、レイヤ、属性、ポイント、ポリゴンの用語の説明

・レイヤ初期登録方法

・アドレスマッチング操作方法

・画面からの地図の重ね合わせの操作方法

・興味のある方は、空間分析も （ＡｃｒＧＩＳ入りＰＣを貸出します。）

庁内ＧＩＳ内の地図登録数が増えない

政策支援ＧＩＳがイマイチ普及しない

さらなるＧＩＳの普及へ ～人材育成～
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ＧＩＳマスターを育成するか

ＯＲ

ＧＩＳユーザーを育成するか

業務の上での地図のニーズって

多くの職員は、地図に可視化

分析って一部の職員、一部の課

どんな職員を育成するのか

さらなるＧＩＳの普及へ ～人材育成～
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これまでの業務系システムの役割

４＋６＝１０

プロセスはある程度決まっており、

速く、正確に、効率的に答えを出す。

職員の代わりに、答えを出す役割

政策支援ＧＩＳの役割

□＋□＝１０

ある程度のゴールは想定されるが、

ゴールまでのプロセスを考える。

考え、答えを出す職員の支援する役割

政策支援ＧＩＳ

分析するステージ・ツール

政策・事業の分析や評価

課内では「課長」「係長」

庁内では「企画」「政策」のつく課

e-マスターのつぶやき

地図で分析といわれても、

日々の業務で分析なんてしないよ

さらなるＧＩＳの普及へ ～人材育成～
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用語や操作の前に・・・

地図をどうやって作る

ＧＩＳをどう操作するか

地図で仕事の何を解決したいか

ＧＩＳがどんな仕事に使えるか
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ここで初めてＧＩＳ登場

さらなるＧＩＳの普及へ ～人材育成～
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さらなるＧＩＳの普及へ ～人材育成～
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対象
・高齢者の分布

外的要因
・既存路線 ・医療機関
・保健施設や福祉施設
・駅などの商圏
・交通量 ・事故発生
・危険個所

などなど
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さらなるＧＩＳの普及へ ～人材育成～

対象
・高齢者の分布
６５歳以上の丁目別分布地図

外的要因
・既存路線 ⇒ 地図データ有
・医療機関 ⇒ エクセル有
・保健施設 ⇒ エクセル有
・福祉施設 ⇒ エクセル有
・駅などの商圏

⇒ 駅位置地図データ有

・交通量 ⇒ データ無
・事故発生 ⇒ データ無
・危険個所 ⇒ データ無

地図作成の操作より・・・
地図を作成するには、「情報・データ」が必要であることが重要
地図は、その「情報・データ」をわかりやすく表現する道具である
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さらなるＧＩＳの普及へ ～業務への浸透～



●基幹業務システムの宛名画面との地図連携
住民記録システムや税オンラインシステムの宛名画面から、地図ボタンを押すと、業務シ

ステム側の画面の住所を読み取り、その住所の地図を表示する機能
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さらなるＧＩＳの普及へ ～業務への浸透～



庁内イントラＧＩＳ

Ｕモニ

管理ツール

政策支援

ＧＩＳ

簡易分析

クロス集計

簡易空間

集計分析登録時の住所

アンケート結果

広聴広報課

情報政策課

設問毎により詳細に

分析したい場合

Uモニ

集計分析

レポート

政策支援

GIS分析

レポート

アンケート終了

3日後

アンケート終了

3日後

レポートをもとに分析を

行い、結果を公開する

アドレスマッチング

●インターネット市民モニター（Ｕモニ）との連携

アンケート実施課
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さらなるＧＩＳの普及へ ～業務への浸透～



地域ネットワーク課 非核平和建立物マップ 17

さらなるＧＩＳの普及へ ～ＧＩＳに縁遠い課が地図を～



消火栓や防火水槽配置マップ
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さらなるＧＩＳの普及へ ～ＧＩＳに縁遠い課が地図を～



推定共稼ぎ分布地図と保育園・幼稚園設置マップ 19

さらなるＧＩＳの普及へ ～ＧＩＳに縁遠い課が地図を～



高齢化率と運動機能低下該当者の地図 20

さらなるＧＩＳの普及へ ～ＧＩＳに縁遠い課が地図を～



市長選挙投票区別投票率マップ 21

さらなるＧＩＳの普及へ ～ＧＩＳに縁遠い課が地図を～



税申告会場検討資料 申告別分布マップ
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さらなるＧＩＳの普及へ ～ＧＩＳに縁遠い課が地図を～
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ＧＩＳマスターではなく、ＧＩＳユーザーを育成する

「一人ヒーローではなく、１０人のチョイ役を育てる」

ＧＩＳをどう使うか、どう操作するかでなく、

ＧＩＳで何を解決したか、ＧＩＳがどんな仕事で使えるか

「今していることに、さりげないＧＩＳの登場」

ＧＩＳと職員の距離を近づける

ＧＩＳと仕事との距離を近づける

さらなるＧＩＳの普及へ


